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1 郵便貯金銀行及び郵便保険会社が、郵便局株式会社に業務委託
する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の創設
＜郵政改革後＞
関連銀行及び関連保険会社が、統合後の日本郵政株式会社に業
務委託する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の
創設


Ｄ


［地方消費税］


内閣官房


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 社会・地域貢献準備金を経過措置を講じた上で廃止 Ｆ
［法人住民税、事業税］


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


内閣官房


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 「国際戦略総合特区」(仮称)における税制上の特例措置
［個人住民税、法人住民税、事業税］


（１）法人住民税、事業税


（２）個人住民税


Ｅ


Ｆ


2 「地域活性化総合特区」(仮称)における税制上の特例措置 Ｆ
［個人住民税、事業税］


3 女性の再就職促進のための特例措置の創設 －
［法人住民税、事業税］


4 公益社団・財団法人への寄附金に係る税制上の特例措置の拡充 －
［個人住民税］


追1 沖縄における雇用促進のための税制上の特例措置の創設 －
［法人住民税、事業税］


追2 女性の再就職促進のための特例措置の創設 －
［法人住民税、事業税］


5 認定特定非営利活動法人に対する税制上の特例措置の新設・拡
充・延長 －


［個人住民税、法人住民税、事業税］


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


内閣府


【単独要望の項目】


【共同要望で主管省庁となる項目】
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6 環境未来都市整備地域における税制上の特例措置の創設 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、都市計画税］


7 コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮
称）の事業期間以内での償却可能化） Ｆ


［法人住民税、事業税（外形）］


8 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築の
ための税制上の所要の措置 Ｅ


［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税、都市計画税、特別土地保有
税、その他の関連する税目（徴収規定等）］


9 ＰＦＩ法に規定する選定事業者が取得する一定の公共施設等に
係る特例措置の拡充 Ｄ


［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］


10 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の延
長 Ｂ


［固定資産税、都市計画税］
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1 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


2 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


3 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止 Ｘ


［固定資産税］


4 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止 Ｘ


［固定資産税］


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


内閣府


【共同要望で主管省庁となる項目】
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追1 捜査特別報奨金に係る非課税措置の創設 Ｄ
〔個人住民税〕


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


警察庁


【単独要望の項目】
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1 国際課税原則の見直し（「総合主義」から「帰属主義」への変
更）


Ｇ


［個人住民税、法人住民税、事業税］


2 特定口座の利便性向上に向けた所要の措置
［個人住民税］


①相互会社の株式会社化に伴い取得した上場株式


②株式無償割当により取得した上場株式


③新株予約権無償割当により取得した上場新株予約権


④特定口座内保管上場株式等である新株予約権の行使により取
　得した上場株式


⑤非適格ストックオプションの権利行使により取得した上場株
　式


⑥相続、贈与又は遺贈により、被相続人等の持株会社等の口座
　から取得した上場株式等


Ｄ


Ｄ


Ａ
（国税と同条件）


Ａ


Ｄ


Ａ


3 日本版ＩＳＡ（少額投資非課税制度）に関する利便性の向上・
事務手続の簡素化


Ａ


［個人住民税］


4 個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入割合の引上げ Ｄ
［法人住民税、事業税］


5 イスラム金融に関する所要の税制措置
［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税］


（１）住民税（利子割）、法人住民税、事業税


（２）不動産取得税


Ｃ


Ｄ


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


金融庁


【単独要望の項目】
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6 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の一部
改正（適格機関投資家関係）に伴う所要の税制措置


Ｅ


［法人住民税、事業税、不動産取得税］


7 上場株式等の軽減税率の延長 Ｄ
［個人住民税］


8 協同組織金融機関に係る一般貸倒引当金の割増特例措置の恒久
化


Ｄ


［法人住民税、事業税］


9 少額短期保険業に係る収入割の特例措置の延長 Ｄ
［事業税（外形）］


10 保険会社に係る法人事業税の現行課税方式の維持 Ａ
［事業税（外形）］


11 金融商品に係る損益通算範囲及び損失繰越期間の拡大 Ｅ
［個人住民税、法人住民税］


12 店頭デリバティブ取引等の申告分離課税化 Ｅ
［個人住民税］


13 投資法人の導管性要件である投資口国内募集50％超要件の見直
し


Ｃ


［法人住民税、事業税］


14 協定銀行が破綻金融機関等の事業の譲受けにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


15 協定銀行が破綻保険会社等の資産の買取りにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


【共同要望で主管省庁となる項目】
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16 特別法人税の撤廃 Ｃ
［法人住民税］


17 企業年金等への移行が不可能な適格退職年金に係る税制上の特
例措置の継続


Ｃ


［個人住民税、法人住民税］


18 日本版プランド・ギビング信託に係る税制上の特例措置の創設
［個人住民税、法人住民税、事業税］


（１）個人住民税


（２）法人住民税、事業税


Ｄ


Ｆ


19 特定目的会社、投資法人等の不動産取得税の特例措置の延長 Ｄ
［不動産取得税］


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 「光の道」推進税制（公共アプリケーション利活用促進税制）
の創設


Ｄ


［固定資産税］


2 通信業用設備等に係る法定耐用年数の短縮 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、固定資産税］


3 地上放送施設デジタル化促進に係る課税標準の特例措置の拡充
及び延長


［固定資産税、不動産取得税］


①延長


②拡充


Ｄ


Ｄ


4 地方議会議員年金制度に係る税制措置 Ｅ


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


総務省


【単独要望の項目】


議会議員年 制度 係 税制措置
［個人住民税、住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動
産取得税、固定資産税、自動車取得税、徴収関係］


5 郵便貯金銀行及び郵便保険会社が、郵便局株式会社に業務委託
する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の創設
＜郵政改革後＞
関連銀行及び関連保険会社が、統合後の日本郵政株式会社に業
務委託する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の
創設


Ｄ


［地方消費税］


6 中小企業者等の試験研究費に係る特例措置 Ｄ
［法人住民税］


【共同要望で主管省庁となる項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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7 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） Ｄ
［法人住民税、事業税］


8 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づ
く事業譲渡等に伴う不動産取得に係る特例措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］
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1 テレワーク設備導入に係る課税標準の特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税］


2 ブロードバンドによる情報格差解消税制（次世代ブロードバン
ド基盤を構築する施設に係る課税標準の特例措置）


Ｆ


［固定資産税］


3 地域ＩＣＴサービスを提供するために必要な電気通信設備に係
る課税標準の特例措置


Ｘ


［固定資産税］


4 社会・地域貢献準備金を経過措置を講じた上で廃止 Ｆ
［法人住民税、事業税］


5 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づ
く事業譲渡等に伴う不動産取得に係る特例措置


［不動産取得税］


総務省８番
の要望とあ
わせて検討


【単独要望の項目】


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


総務省


【共同要望で主管省庁となる項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 租税条約の締結促進 －
［個人住民税，法人住民税］


2 認定特定非営利活動法人に対する税制上の特例措置の新設・拡
充・延長


－


［個人住民税、法人住民税、事業税］


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


外務省


【単独要望の項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 金融商品に係る損益通算範囲及び損失繰越期間の拡大 Ｅ
［個人住民税、法人住民税］


2 制度的に他の企業年金へ移行できない適格退職年金に係る税制
優遇措置の継続


Ｃ


［個人住民税、法人住民税］


3 適格退職年金の積立金に対する特別法人税の撤廃もしくは課税
停止措置の延長


Ｃ


［法人住民税］


4 協定銀行が破綻金融機関等の事業の譲受けにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


5 協定銀行が破綻保険会社等の資産の買取りにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


財務省


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 個人住民税における学校法人等への寄附に係る寄附控除の適用
下限額の引下げ


－


［個人住民税］


2 国立青少年教育振興機構が実施する助成事業に対する寄附金の
税額控除の導入及び指定寄附化


Ｄ


［法人住民税、事業税］


3 図書館、博物館、幼稚園を設置する一般社団・財団法人に係る
非課税措置の創設


Ｄ


［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］


4 能楽堂、劇場、音楽堂等の文化芸術の公演のための施設におけ
る減免措置の拡充


Ｄ


［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］


5 （独）日本スポーツ振興センターが実施する優秀な選手・指導
者を対象とする助成事業への寄附金に係る指定寄附金制度の導
入


Ｄ


［法人住民税、事業税］


6 国立研究開発機関制度（仮称）に係る税制上の所要の措置 Ｅ
［個人住民税、住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動
産取得税、固定資産税、都市計画税、事業所税、自動車税、軽
自動車税、自動車取得税、鉱区税、水利地益税、共同施設税、
宅地開発税］


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


【単独要望の項目】


文部科学省
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7 日本版「プランドギビング」信託の創設（非営利団体に寄附す
る信託の寄附優遇対象化）


［個人住民税、法人住民税、事業税］


（１）個人住民税


（２）法人住民税、事業税


Ｄ


Ｆ


8 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築の
ための税制上の所要の措置


Ｅ


［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税、その他（都市計画税、特別土
地保有税その他関連する税目（徴収規定等））］


9 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費に係るもの） Ｄ
［法人住民税］


【共同要望で主管省庁となる項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費に係るもの）
［法人住民税］


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


文部科学省


【共同要望で主管省庁ではない項目】
文科省9番の
要望とあわ
せて検討
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1 平成２３年度以降の「子ども手当」に関する税制上の所要の措
置


Ｅ


［個人住民税、その他（徴収規定等）］


2 社会保障に関する経費の安定財源を確保するための税制上の所
要の措置


－


［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］


3 雇用保険法の改正に伴う税制上の所要の措置 Ｅ
［個人住民税、その他（徴収規定）］


4 後期高齢者医療制度を廃止し、新たな制度の創設等に伴う税制
上の所要の措置


［個人住民税、事業税、国民健康保険税］


①制度創設に伴う所要の措置


②旧老人保健制度の拠出金に係る経過措置の延長


Ｅ


Ａ


5 扶養控除見直しに伴う国民健康保険税の所要の措置
［国民健康保険税］


①影響を受ける世帯の負担が増加しないための所要の措置
　（平成２４年度）


②旧ただし書方式への一本化（平成２５年度）


③自治体独自の保険税軽減分を保険税の賦課総額に含めること
　を可能とする措置（平成２５年度）


Ｄ


Ａ


Ｄ


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


【単独要望の項目】


厚生労働省
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6 国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とし
た、たばこ税の税率の引上げ


Ｅ


［地方たばこ税］


7 予防接種法の改正に伴う所要の税制措置 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］


8 介護保険制度改正に伴う税制上の所要の措置 Ｅ
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税、都市計画税、特別土地保有税
等］


9 譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範
囲の拡充


Ａ


［個人住民税、法人住民税、事業税］


10 独立行政法人の見直しに伴う税制上の所要の措置 Ｅ
［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税、固
定資産税、事業所税、自動車税、軽自動車税、自動車取得税、
都市計画税］


11 医療法の改正に伴う税制上の所要の措置 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］


12 独立行政法人雇用・能力開発機構の廃止等に伴う税制上の所要
の措置


Ａ


［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税、固
定資産税、事業所税、自動車取得税、都市計画税］


13 国民健康保険税の課税限度額の引上げ Ａ
［国民健康保険税］
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14 障害者を多数雇用する事業所に係る特例措置の延長 Ｃ
［固定資産税、不動産取得税］


15 「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の創設に伴う税制
上の所要の措置


Ｂ


［固定資産税、不動産取得税、事業所税］


16 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続 Ｐ
［事業税］


17 医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置の存続 Ｐ
［事業税］


18 戦傷病者等の妻に対する特別給付金に係る非課税措置及び差押
禁止措置の存続


Ａ


［個人住民税、その他（徴収規定）］


追１ 雇用促進税制の創設等 －
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］


19 事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できな
い適格退職年金に関する税制優遇措置の継続


Ｃ


［個人住民税、法人住民税］


20 企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 Ｃ
［法人住民税］


【共同要望で主管省庁となる項目】
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21 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築の
ための税制上の所要の措置


Ｅ


［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税、その他（都市計画税、特別土
地保有税、その他の関連する税目・徴収規定等）］


22 グリーン投資減税の創設 －
［法人住民税、事業税］


23 特定退職金共済団体である一般社団・財団法人が受け取る利子
等の非課税措置


Ｂ


［住民税（利子割）］


24 ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し（検討事項） Ｇ
［固定資産税］


25 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） Ｄ
［法人住民税］


26 事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延長 Ｄ
［法人住民税、事業税］


27 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） Ｄ
［法人住民税、事業税］


28 産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の延長 Ｄ
［不動産取得税］


29 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る
特別控除制度の適用期限の延長


Ｄ


［法人住民税、事業税］


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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30 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特
例措置の適用期限の延長


Ｄ


［法人住民税、事業税］


31 サービス付き高齢者住宅（仮称）供給促進税制 Ｄ
［不動産取得税、固定資産税］
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1 農林中央金庫の合併等に係る課税の特例（共済事業を行う消費
生活協同組合又は連合会が共済事業を分離した場合に伴う税制
上の所要の措置）


Ｘ


［法人住民税、事業税］


2 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）
［法人住民税、事業税］


3 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費）
［法人住民税］


4 エネルギー需給構造改革推進投資促進税制の廃止
［法人住民税、事業税］


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


厚生労働省


【単独要望の項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
厚労省27番
の要望とあ
わせて検討


厚労省25番
の要望とあ
わせて検討


厚労省22番
の要望とあ
わせて検討
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1 口蹄疫対策特別措置法等に係る特例措置の創設 Ａ
［個人住民税、法人住民税、事業税］


2 農林漁業者等による農林漁業の六次産業化の促進に関する法律
案に係る特例措置の創設


Ｄ


［不動産取得税］


3 卸売市場機能高度化設備等を取得した場合の特例措置の創設 Ｄ
［法人住民税、事業税、固定資産税］


4 肉用牛売却所得の課税の特例措置の延長 Ｃ
［個人住民税、法人住民税、事業税］


5 農用地利用集積計画に基づき取得する農用地区域内にある土地
に係る特例措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


6 農地所有者代理事業に基づき取得する農用地区域内にある土地
に係る特例措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


7 特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づく事業用施設に係る
資産割の特例措置の延長


Ｄ


［法人住民税、事業税、事業所税］


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


農林水産省


【単独要望の項目】
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8 山林所得に係る森林計画特別控除の延長 Ｄ
［個人住民税］


9 植林費の損金算入の特例の延長 Ｄ
［法人住民税、事業税］


10 金融所得課税に係る損益通算の範囲拡大に向けた所要の措置 Ｅ
［個人住民税］


①商品先物取引（取引所取引及び店頭取引）の決済差損益及び
　商品ファンドの収益分配金・償還損益について、金融所得課
　税の一元化の対象に追加


②取引所外における先物取引（店頭取引）の決済差損益や商品
　ファンドによる収益分配金・償還損益について、20％申告分
　離課税化


③損失の繰越控除の対象に取引所外における先物取引（店頭取
　引）の決済差損益や商品ファンドによる収益分配金・償還損
　益を追加


11 特定退職金共済団体である一般社団、財団法人が受け取る利子
等の非課税措置の創設


Ｂ


［住民税（利子割）］


12 企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 Ｃ
［法人住民税］


13 中小企業者等の法人税率の引下げ －
［法人住民税］


14 グリーン投資減税の創設（木質・草本バイオマス利用装置） －
［法人住民税、事業税］


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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15 グリーン投資減税の創設（木質バイオマス熱電併給型木材乾燥
装置）


－


［法人住民税、事業税］


16 グリーン投資減税の創設（木質バイオマス利用加温装置） －
［法人住民税、事業税］


17 グリーン投資減税の創設（バイオマスエタノール製造設備） －
［法人住民税、事業税］


18 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の延
長


Ｂ


［固定資産税、都市計画税］


19 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長（農業協同組合等） Ｄ
［法人住民税、事業税］


20 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長（森林組合等） Ｄ
［法人住民税、事業税］


21 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長（漁業協同組合等） Ｄ
［法人住民税、事業税］


26







1 特定農業法人が取得する農用地区域内にある遊休農地に係る特
例措置の廃止


Ｘ


［不動産取得税］


2 入会権者等が取得する土地に係る税額の減額措置の廃止 Ｘ
［不動産取得税］


3 農業生産法人に使用貸借した場合における特例措置の廃止 Ｘ
［不動産取得税］


4 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ


［固定資産税、都市計画税］


5 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


6 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止


Ｘ


［固定資産税］


7 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止


Ｘ


［固定資産税］


【単独要望の項目】


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


農林水産省


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 電気供給業に対する課税標準の算定にあたって特定規模需要向
けの託送料金を控除する特例措置


Ｂ


［事業税］


2 中小企業の事業再生に伴う不動産取得税の軽減措置 Ｄ
［不動産取得税］


3 再生可能エネルギーに係る課税標準の特例措置の拡充 Ｄ
［固定資産税］


4 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法改正に伴
う所要の税制措置


Ｅ


［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税、固
定資産税、事業所税］


5 電気供給業に係る法人事業税の課税方式の変更 Ｄ
［事業税（外形）］


6 ガス供給業に係る法人事業税の課税方式の変更 Ｄ
［事業税（外形）］


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


経済産業省


【単独要望の項目】
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7 産業集積の再生に向けた市区町村向けの高度化融資の創設に伴
う税制措置


［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、事業所税］


（１）不動産取得税、固定資産税、事業所税


（２）個人住民税


（３）法人住民税・事業税


　　・高度化事業のために土地等を譲渡した場合の特例を創設
　　　する。
　
　　・独立行政法人中小企業基盤整備機構が市区町村に対して
　　　行う高度化事業を収益事業の範囲から除外する。
　
　　・事業用資産の買換え特例の対象に高度化事業に係る措置
　　　を追加する。


Ｄ


Ｅ


Ｅ


Ｅ


Ｄ


8 再生可能エネルギーの全量買取制度の導入に伴う特例措置 Ｅ
［事業税］


9 償却資産に対する固定資産税のあり方の検討（検討事項） Ｄ
［固定資産税］


10 地方法人二税の見直しの検討 Ｅ
［法人住民税、事業税］


11 事業所税の見直しの検討 Ｄ
［事業所税］


12 車体課税の簡素化、グリーン化、負担軽減の検討 －
［自動車取得税、自動車税、軽自動車税］


13 法人税率の５％引下げ －
［法人住民税］
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14 日本のアジア拠点化のための税制措置
［個人住民税、法人住民税、事業税］


（１）法人税負担の軽減


（２）新法の枠組みの下で認定を受けた企業の経営人材に
　　　対する海外の親会社からのストック・オプションに
　　　ついて、ストック・オプション税制の対象とする。


Ｅ


Ｅ


15 国外関連者との取引に係る課税の特例（移転価格税制）の見直
し


Ａ


［法人住民税、事業税］


16 グループ法人税制の円滑な執行に向けた措置 Ａ
［法人住民税、事業税］


17 小規模企業者等設備導入資金貸付制度における貸与機関の資金
貸付事業及び設備貸与事業の法人税非課税措置


Ｅ


［法人住民税、事業税］


18 特定災害防止準備金（採石災害防止準備金） Ｄ
［法人住民税、事業税］


19 特定災害防止準備金（露天石炭採掘災害防止準備金） Ｄ
［法人住民税］


20 事業再生に資する貸倒要件等の見直し
［個人住民税、法人住民税、事業税］


（１）貸倒要件の明確化


（２）オーナー株主が、株主責任の一環として再生会社に
　　　私財提供（無償譲渡）をした場合のみなし譲渡所得
　　　課税を非課税とする。


Ａ


Ｄ
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21 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の導入等に伴う
所要の措置


Ａ


［法人住民税、事業税］


追1 特定外国子会社等に係る所得の課税の特例（タックスヘイブン
税制）の円滑な執行に向けた措置


Ａ


［法人住民税、事業税］


追2 雇用促進税制の創設 －
［法人住民税、事業税］


22 低公害車の燃料供給設備に係る特例措置の延長 Ｄ
［固定資産税］


23 中小企業者等の試験研究費に係る特例措置 Ｄ
［法人住民税］


24 中小企業者等の法人税率の特例 －
［法人住民税］


25 グリーン投資減税 －
［法人住民税、事業税］


26 中小企業等基盤強化税制（経営革新計画） Ｄ
［法人住民税、事業税］


27 中小企業等基盤強化税制（中小卸、小売及びサービス業） Ｄ
［法人住民税、事業税］


【共同要望で主管省庁となる項目】
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28 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） Ｄ
［法人住民税、事業税］


29 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） Ｄ
［法人住民税］


30 中小企業等の貸倒引当金の特例 Ｄ
［法人住民税、事業税］


31 商工組合等の留保所得の特別控除 Ｄ
［法人住民税、事業税］


32 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法等に基
づく不動産取得税の軽減措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


33 金融所得課税に係る損益通算の範囲拡大に向けた所要の措置 Ｅ
［個人住民税］


①社債に係る利子及び譲渡所得等の課税方式の見直し


②商品先物取引（取引所取引及び店頭取引）の決済差損益や商
　品ファンドの収益分配金・償還損益について、上場株式等の
　譲渡損益等との損益通算の対象に追加


③取引所外における先物取引（店頭取引）の決済差損益や商品
　ファンドによる収益分配金・償還損益について、20％申告分
　離課税化


34 排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準
の特例措置の創設


Ｄ


［固定資産税］


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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35 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置 Ｂ
［固定資産税、都市計画税］


36 企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 Ｃ
［法人住民税］
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1 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法等に基
づく不動産取得税の軽減措置の延長


［不動産取得税］


2 エネルギー需給構造改革推進投資促進税制
［法人住民税、事業税］


3 中小企業等基盤強化税制（地域産業資源活用事業計画） Ｘ
［法人住民税、事業税］


4 中小企業等基盤強化税制（農商工等連携事業計画） Ｘ
［法人住民税、事業税］


5 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費）
［法人住民税］


6 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）
［法人住民税、事業税］


7 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止


Ｘ


［固定資産税］


8 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


経産省32番
の要望とあ
わせて検討


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


経済産業省


【共同要望で主管省庁となる項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】


経産省25番
の要望とあ
わせて検討


経産省29番
の要望とあ
わせて検討


経産省28番
の要望とあ
わせて検討
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9 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


10 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止


Ｘ


［固定資産税］


11 植林費の損金算入の特例
［法人住民税、事業税］


農水省9番の
要望とあわ
せて検討
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1 海外インフラプロジェクト準備金の創設 Ｄ
［法人住民税］


2 戦略核都市圏広域連携推進機構（仮称）に係る特例措置の創設 Ｅ
［事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税］


3 「大都市圏戦略基本法案（仮称）」の提出に伴う税制上の所要
の措置


Ｅ


［不動産取得税、固定資産税、事業所税、特別土地保有税、都
市計画税］


4 特定都市再生緊急整備地域（仮称）に係る課税の特例措置の創
設


Ｄ


［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］


5 まちづくりを担う法人に対する支援税制の創設 Ｄ
［個人住民税］


6 エネルギーの共同利用を促進するための特例措置の創設 Ｄ
［法人住民税、事業税、固定資産税］


7 地球温暖化対策のための税におけるモーダルシフト等の貨物流
通の効率化の促進及び公共交通機関の利用者の利便の増進に資
する事業等に係る特例措置等の創設


－


［地球温暖化対策のための税（仮称）］


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


国土交通省


【単独要望の項目】
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8 地球温暖化対策のための税（軽油に係る地方環境税）における
営業用トラック・バスに係る減免措置の創設


－


［地球温暖化対策のための税（仮称）］


9 内航フィーダー船に係る課税標準の特例措置の創設 Ｄ
［固定資産税］


10 持株会社の設立による関西国際空港及び大阪国際空港の経営統
合に係る特例措置の創設


Ｅ


［事業税、不動産取得税、自動車取得税、固定資産税、都市計
画税、特別土地保有税］


11 独立行政法人海上災害防止センターの組織形態見直しに係る非
課税措置の創設


Ｅ


［不動産取得税、自動車取得税］


12 対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税
の特例措置（トン数標準税制）の拡充


Ｄ


［法人住民税、事業税］


13 国際競争力を有する国際運輸基盤整備のための課税の特例措置
の拡充


［固定資産税］


①外航船舶


②国際航空機


Ｄ


Ｄ


14 都市再生促進税制の延長及び拡充 Ｄ
［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］
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15 まち再生促進税制の延長及び拡充
［不動産取得税］


①延長


②拡充


Ｄ


Ｄ


16 認定事業用地適正計画に基づく土地等の交換等に係る特例措置
の延長及び拡充


［不動産取得税］


①延長


②拡充


Ｄ


Ｄ


17 地域公共交通確保・維持・改善へ向けた関連税制の整備
［自動車取得税、固定資産税］


①離島航路事業用の船舶


②国の補助金等の交付を受けて取得する乗合バス車両


③離島路線に就航する航空機


④国の補助金等の交付を受けて取得する鉄道の安全性向上設備
　・延長
　
　・拡充
　


Ｄ


Ｄ


Ｄ


Ｃ


Ｄ


18 国際コンテナ戦略港湾及び重要港湾の港湾経営会社等が取得し
た荷さばき施設等に係る特例措置の延長及び拡充


Ｄ


［固定資産税、都市計画税］


19 国際競争力強化及び環境負荷低減に資する物流効率化施設に係
る課税標準の特例措置の拡充及び延長


［固定資産税、都市計画税］


①延長


②拡充


Ｄ


Ｄ
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20 関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学
術研究施設に係る課税標準の特例措置の延長


Ｄ


［事業所税］


21 市街地再開発事業により一定の規模の施設建築物が与えられる
従前の権利者に対する税額の軽減措置の延長


Ｃ


［固定資産税］


22 認定建替計画に係る区域内の土地を取得した場合の課税標準の
特例措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


23 防災街区整備事業により従前の権利者に与えられる一定の規模
の防災施設建築物に対する特例措置の延長


Ｃ


［固定資産税］


24 環境にやさしい鉄道の利用促進及び省エネルギーに資する旅客
用新規鉄道車両に係る課税標準の特例措置の延長


Ｄ


［固定資産税］


25 都市鉄道利便増進事業により取得する鉄道施設等に係る課税標
準の特例措置の延長


Ｄ


［固定資産税、都市計画税］


26 鉄道駅総合改善事業費補助を受けて取得する鉄道施設に係る課
税標準の特例措置の延長


Ｄ


［固定資産税］


27 低床型路面電車に係る課税標準の特例措置の延長 Ｃ
［固定資産税］


28 移動性償却資産に係る固定資産税のあり方の見直しの検討（検
討事項）


Ｄ


［固定資産税］
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29 JR北海道、四国、九州及び貨物会社の経営の自立等の推進に係
る所要の税制上の措置


Ｅ


29-2 航空機燃料譲与税に関する航空機燃料税の譲与割合の引き上げ Ｐ
［航空機燃料譲与税］


30 都市の緑の創出に資する緑化施設に係る課税標準の特例措置の
拡充及び延長


Ｄ


［固定資産税］


31 サービス付き高齢者住宅（仮称）供給促進税制の拡充及び延長 Ｄ


［不動産取得税、固定資産税］


32 Ｊリート・特定目的会社に係る課税標準の特例措置の延長 Ｄ
［不動産取得税］


33 ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し（検討事項） Ｇ


［固定資産税］


34 排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準
の特例措置の創設


Ｄ


［固定資産税］


35 コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮
称）の償却可能化）


Ｆ


［法人住民税、事業税（外形）］


【共同要望で主管省庁となる項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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36 PFI法に規定する選定事業者が取得する一定の公共施設等に係る
特例措置の拡充


Ｄ


［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］


37 投資法人の導管性要件である投資口国内50％超募集要件の見直
し


Ｃ


［法人住民税、事業税］


38 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定
する事業譲渡等により取得する不動産に係る税額の控除


Ｄ


［不動産取得税］


39 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の延
長


Ｂ


［固定資産税、都市計画税］


40 低公害車の燃料供給設備に係る課税標準の特例措置の延長 Ｄ
［固定資産税］


41 事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は税額控除の
延長


Ｄ


［法人住民税、事業税］
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1 環境にやさしい鉄道の利用促進及び省エネルギーに資する旅客
用新規鉄道車両に係る課税標準の特例措置の縮減


［固定資産税］


2 自動二輪車駐車場整備促進に係る課税標準の特例措置の廃止 Ｘ
［不動産取得税、固定資産税］


3 河川立体区域制度の活用による河川整備に係る課税標準の特例
措置の廃止


Ｘ


［不動産取得税］


4 独立行政法人都市再生機構が附則業務として不動産を取得した
場合の非課税措置の廃止


Ｘ


［不動産取得税］


5 駅のバリアフリー化のための改良工事により取得した施設に係
る課税標準の特例措置の廃止


Ｘ


［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］


6 ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化のために取得する設備
に係る課税標準の特例措置の廃止


Ｘ


［固定資産税］


7 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定
する事業譲渡等により取得する不動産に係る税額の減額措置


［不動産取得税］


国交省38番
の要望とあ
わせて検討


国交省24番
の要望とあ
わせて検討


既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）


国土交通省


【単独要望の項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】
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8 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


9 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］


10 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止


Ｘ


［固定資産税］


11 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止


Ｘ


［固定資産税］
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1 生物の多様性の保全を目的として民間の団体が行う土地の取得
又は所有に係る非課税措置の創設


Ｄ


［不動産取得税、固定資産税］


2 環境教育・環境保全活動拠点に係る税制上の特例措置の創設 Ｄ
［固定資産税、都市計画税］


3 日本環境安全事業株式会社が取得する一定の不動産に係る非課
税措置の延長


Ｄ


［不動産取得税］


4 排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準
の特例措置の創設


Ｄ


［固定資産税］


5 環境未来都市整備地域における特例措置の創設 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、都市計画税］


6 グリーン投資減税の創設 －
［法人住民税、事業税］


7 都市の緑の創出に資する緑化施設に係る課税標準の特例措置の
拡充及び延長


Ｄ


［固定資産税］


【共同要望で主管省庁となる項目】


【共同要望で主管省庁ではない項目】


平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）


環境省


【単独要望の項目】
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8 認定特定非営利活動法人に対する税制上の特例措置の新設・拡
充・延長


－


［個人住民税、法人住民税、事業税］


9 低公害車の燃料供給設備に係る特例措置の延長 Ｄ
［固定資産税］


10 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定
する事業譲渡等により取得する不動産に係る税額の控除


Ｄ


［不動産取得税］
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平 成 2 2 年 度  第 1 0 回  税 制 調 査 会  
 


 
日時：平成２２年１１月１６日（火）午後７時～８時３０分  
場所：合同庁舎第４号館 11Ｆ 共用第１特別会議室  
 
 
 
 
 
 


１．開会            ７：００  
 
 
 
 
 
２．要望にない項目等      ７：００～７：４５  
 
 
 
 
 
３．要望項目の評価結果（０次査定案） 


      ７：４５～８：３０  
 
 
 
 
 
４．閉会            ８：３０  
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記号の説明 
 
 


○ 要望項目 
 


 Ａ：認める。（法案の提出等を前提とするものを含む） 
 
 Ｂ：要望内容（要件等）の見直しが適切に出来れば、認


められる。 
 
 Ｃ：要望内容の抜本的見直しができなければ、認められ


ない。 
 
 Ｄ：認められない。 
 
 Ｅ：要望内容や要望の前提となる制度等が未確定である


もの。 
 
 Ｆ：要望府省が、要望を取り下げたもの。 
 
 Ｇ：24 年度以降の検討課題とするもの。 


 
 Ｐ：判断を保留するもの。 
 
 ―：「主要事項」の中で取り上げるもの等。 
 


 
○ 見直し項目 
 
  Ｘ：廃止・縮減案をそのまま受け入れる。 
 
  Ｙ：廃止・縮減案の内容について、更なる見直しが必要。 
 


Ｚ：他府省との調整が必要。 
 


Ｆ：要望府省が、廃止・縮減案を取り下げたもの。 








資 料


平成22年11月16日


経済産業省







「中小企業者に対する法人税率の特例の適用範囲の見直し」及び「中小企
業者に適用される租税特別措置の適用範囲の見直し」について


• 会計検査院は、多額の所得や資産を有する中小企業者が中小企業者への特例を受けて
いることに対して問題提起を行っている。この指摘は、中小企業政策の基本的考え方に照
らすに、極めて疑問である。


• 中小企業基本法にも定められているとおり、中小企業政策の目的は、多様性ある中小企
業の成長発展であり、単なる弱者救済ではない。創意工夫によって業績を上げ、事業を拡
大したものが、将来の日本の中堅企業から大企業に育っていくことが重要。


• ひるがえって、資本金１億円以下という中小企業の定義は、予見可能性が高い基準とし


てこれまで４０年以上にわたって安定的に運用がなされてきた。資本金以外の基準によっ
て適用範囲に限定を行うことで、中小企業の成長発展に支障を来すことを懸念している。


• なお、検査院の調査は、検査対象税務署５１のうち、２９箇所が２３区内や政令指定都市


内の税務署であり、対象に偏りがあるようにも感じられる。例えば、会計検査院の調査で
は、所得10億円超企業の中小企業全体に占める割合は、1.9%であるのに対して、会社標
本調査（「国税庁」）では、0.03%と相違が見られる。


• 経済産業省としては、中小企業者に不測の損失を与えたり、経営意欲を削いだりすること
のないよう留意しながら、今後、税務当局と協力して中小特例の在り方について検討を行っ
て参りたい。







「免税事業者の要件の厳格化」、「仕入税額控除制度におけるいわゆる95%
ルールの見直し」及び「不正還付対応策の充実」について


• 消費税制度のうち、免税点制度、95%ルールの適用は、事業者、特に中小企業における
事務負担の軽減の観点から、必要不可欠な制度。


• これらの見直しに当たっては、資料（要望にない項目等）にも「中小企業の事務負担に与
える影響も勘案しつつ検討」と記載されているが、中小企業の声を踏まえ、慎重に検討を進
める必要がある。


• また、仕入税額控除に関する明細書の提出義務化についても、中小企業の実態を踏まえ
て、検討を進める必要がある。

















































資 料
（要望にない項目等[地方税]）


平成22年11月16日







○納税者の立場に立つとともに適正な課税を推進するため各省庁が要望している内
容に加え、以下の項目について、23年度改正で措置することを検討してはどうか。


要望にない項目等の検討


（１）課税の適正化（手続関係）


○ 還付加算金の計算期間の見直し


会計検査院意見表示事項に基づき国税において還付加算金の計算期間を見直す場合には、あわせて
地方税においても同様の対応をとる。


○ 給与支払報告書・公的年金等支払報告書の電子データによる提出義務の創設


税務執行を円滑化する観点から、国税において給与等及び公的年金等に係る源泉徴収票について光デ
ィスク等又はe-taxによる提出を義務付けられる場合、当該義務付けられる者について、地方税においても、
給与支払報告書等について、光ディスク等又はオンラインによる提出を義務付けることを検討する。


＜法人住民税・事業税関係＞


＜個人住民税関係＞
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（２）課税の適正化（実体法上の措置）


○ 中小企業者に対する法人税率の特例の適用範囲の見直しへの対応


会計検査院意見表示事項に基づき国税において中小企業者に対する法人税率の特例の適用範囲を見
直す場合には、あわせて地方税においても同様の検討をする。


＜法人住民税・事業税関係＞


○ 中小企業者に適用される租税特別措置の適用範囲の見直しへの対応


会計検査院意見表示事項に基づき国税において中小企業者に適用される租税特別措置の適用範囲を
見直す場合には、あわせて地方税においても同様の検討をする。


○ 仮決算による中間申告の見直し


国税において仮決算による中間申告を見直す場合には、あわせて地方税においても同様の対応をとる。


○ 地方税の罰則の見直し


平成22年度改正における国税の罰則の見直し内容を踏まえ、地方税においても所要の改正を行う。
また、国税において申告書不提出によるほ脱犯の創設及び消費税の不正還付の未遂を処罰する規定の


創設を行う場合には、あわせて地方税においても同様の対応をとる。


＜各税共通＞


（３）その他


○ 国有資産等所在市町村交付金法施行令の改正に係る所要の措置


国有資産等所在市町村交付金法第２条第１項第２号の政令で定める共用飛行場として、対象に岩国
飛行場を追加する。


＜国有資産等所在市町村交付金関係＞


※ その他、国税の「要望にない項目等」のうち、地方税に影響するものがある。 2







補 足 資 料
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国有資産等所在市町村交付金法施行令の改正に係る所要の措置


■ 国有資産等所在市町村交付金法施行令第１条（共用飛行場の追加）


市町村交付金において、平成１１年度分の交付金から一般公衆の利用に供する共用飛
行場を交付対象としているところ。


平成２２年３月末に空港法施行令の一部改正により岩国飛行場が共用飛行場と規定さ
れ、また、その運用形態は１日４往復の定期就航便も就航予定であることから、平成２６年
度分の市町村交付金から対象となる予定である。


このため、交付金法第２条第１項第２号の政令で定める共用飛行場として、岩国飛行場
を追加する改正を行うもの。


■ 施行期日


平成２３年４月１日
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